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ユーザフレンドリーな情報処理システムの
設計視点に関する一考察
内 木 哲 也
概 要
ユーザフレンドリーな情報処理システムの構築に必要なユーザインタフェー
スに関する現在の研究方向 と， その問題点について論じる。これを克服する
ための今後の設計視点を提示すると共にその重要性について述べる。
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おわりに
はじめに
情報処理システムは一般的にはコンピュータシステムあるいは情報処理シ
ステムなどの機械的システムを指すことが多い1)。しかし，情報は環境から人
間への刺激であり[4] ，人間の存在及び活動によって生ずるものであると言
える≒ 従って，人間によって構成される組織体( または社会) の活動におい
て必要な情報の収集，処理，伝達，蓄積，利用に関わる仕組みは，コンピュー
タシステム利用の如何に関わらず情報システムであるということができる[1] 。
このような意味から情報システムへのコンピュータ利用3)には単純にその機械
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的機構の設計だけではなく，それを利用する人間的機構4)の設計，あるいは人
間的機構を考慮七だ機械的機構の設計が重要 となる。
近年では，コンピュータシステムの利用範囲の拡大から人間への窓口とな
るユーザインタフェース(UserInterface)^) への要求が高まってきている。そ
れと同時にシステム側ではその要求に応えらえる能力を提供できるようにな
り,強力なユーザインタフェースを備えたユーザフレンドリ6) なコンピュー
タシステムに関する研究も盛んに行われている≒ しかし,先に述べたように，
情報処理システムでは人間的機構を踏まえた設計が必要であることから，利
用者の5W1H を十分に考慮して個別にユーザインタフェースを設計しなけ
ればならない[11,12] 。しかも，ユーザインタフェースの研究動向は文献[7]
に見られるように，人間と機械 との一対一の対話における機械的機構に関す
る研究が中心的であり，組織的な利用やシステムが導入される人間組織の環
境などとの関わりについてはほとんど議論されていないのが現状である[13]。
また，情報処理システムの研究は実践が主体であり[2], 実際のシステム構
築に関する報告は学術的研究報告としてはほとんど認められていない。 その
上，ほとんどの報告は成功事例であり，利用阻害要因の高い事例や失敗事例
は報告されていない8)。そのため，人間的機構を考慮していないことによる問
題点が明確にされていないばかりでなく，情報処理システム及びその構築に
関する研究の発展も阻害されているのが現状である。
このようにユーザフレンドリーな情報処理システムとは，単に機械的構築
において一般の人間的特質との整合を実現したシステムではなく，その利用
者の個々の特質と所属する組織的環境条件 との整合がとれたシステムである
と考えられる。このような背景に基づいて，本論文ではまずユーザフレンド
リーな情報処理システムを構築する上で重要なユーザ インタフェースに対す
る研究を概観する。その研究方向や設計視点に基づいて,ユーザフレンドリー
な情報処理システムを構築した場合の問題点について考察する。この考察に
基づいてユーザフレンドi;ーな情報処理システムの設計視点を提案すると共
に， それを用いていくつかの情報処理システム事例を分析七，提案した設計
視点の妥当性について論じる。
1. 情報処理システムに関するユーザインタフェース研究動向
これまでの情報処理システムに関するユーザインタフェース研究を概観し
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て み る と9) そ れ ら は以 下3 つ の カ テゴ リ ー に分 類 す るこ とが で き る[16] 。
レ1) イ ン タ フェ ー ス装 置 自体 の研 究 犬2)
人間 工 学 的 な側 面 か らの研 究3)
心 理 的 な側 面 か ら の研 究1)
に分 類 さ れ る研 究 は コ ン ピ ュ ー タ に与 え る情 報 を よ り簡 単 に表 現で き る
と共 に， よ り多 様 な メデ ィ ア を利 用で き， そし て 気 軽 に 利 用で き る よ う な方
向 に研 究が 進 め ら れ て きた 。 そ れ ら に は主 とし て， ① 記 号， 文 字 の 入 出 力 装
置, ② 位 置 を指 し示 す ポ イ ン テ ィ ン グ デ バ イ ス, ③ 音 声 入出 力 装 置, ④ 画 像
入出 力装 置 な ど に関 す る研 究 が あ る。2)
に分類 さ れ る研 究 は操 作 性 能 や効 率 の向 上 を 目指 し た 研 究 と見 るこ とが
で き， 機 器 の 大 き さ や 位 置 関 係， 配 列 な どの 物 理 的 な項 目の 改 善 と共 に， 人
間 の 行 動特 性 や 生 理 的 変化 との 整 合 性 を 実現 す る方 法 に つ い て も研 究が 進 め
ら れて い る。 それ ら に は主 とし て，① 物 理 的 な操 作 性 能 ，② 情 報 の提 示 方法 ，
③利 用者 特 性 へ の対 応, ④ 耐 久性 能 の 向上 と保 守 の 簡 略 化, ⑤ 誤操 作 へ の対
応 な どの研 究 が あ る。 特 に， 近 年 で はデ ィ スプ レ イ技 術 と情 報 処 理 速 度 の向
上 に よる画 面 設 計 や操 作 誘 導 の方 法 や, 仮 想 現 実 手 法, 人工 知 能 技 術 を 用 い て
自然 な対 話 の 実 現 を 目指 した 研 究 な どが よ く取 り上 げ ら れ るよ う に なっ た10)。3)
に分 類 さ れ る研 究 は 個 人 の 嗜 好 や感 じ 方 の 相 違 ， 精 神 的 圧 迫 感 な どの人
間 の心 理 的特 性 との 整 合性 を 実現 す る研 究 と見 るこ とが で き る。 こ の よ う な
研 究 は問題 の 分 析 や 評 価 が難 しい た め， あ ま り工 学 的 な 研 究 が な さ れ て はい
ない の が現 状 と考 え ら れ る呪 考 え ら れ る主 な研 究 と し て は, ① 情 報 提 供 の メ
デ ィ ア選択 技 術 や， ② 情 報 環 境 構 築， ③ 利 用者 教 育 な ど が 挙 げ ら れ る。 しか
しこ こ れは技 術 的 な研 究 で は な く， その技 術 の利 用 者 及 び利 用 社 会 の 環境 整
備 に 関 す る研 究で あ る と も考 え ら れ る。
こ の よ う にユ ー ザ イン タ フェ ー スの 研 究 は大 き く3 つ の分 野 に分 け るこ と
が で きるが， こ れ ら は分 野 毎 に個 別 に評 価 で き る もの で な く， そ れ。ぞ れは相
互 に関 与 し て い る。例 えば，入力 に対 す る応 答 は0.3 秒以 内 が望 ま し い と言 わ
れ て い るが， 処 理 を 実 行 さ せ て い る と きは1 ～2 秒 あ っ て初 め て 処 理 を実 感
で き る[7] 。 し か も，応 答 時 間 が早 す ぎ る と思 考 時 間 が 短 く なっ て ，熟 練 者
で ぱ か えっ て ミ スが 増 大 す る結果 とな るこ とが あ る。 そし て， こ れ を実現 す
るに は応 答 速 度 の 早 い 処 理 技 術 や 装 置 の開 発 が 欠 か せ な い ので あ る。 また，
こ れ らの研 究 は利 用 の 自 由 度 を高 め る と共 に， 伝 達 すべ き情 報 の 曖 昧 性 を容
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認しようとする方向にある。これに伴って,利用者を含めた情報システム12)に
おける中心主体が情報処理機器から利用者へと移行する。それと共に，情報
処理システムが単なる作業遂行のための道具から人間活動全般の支援装置へ
と発展すると見ることができる。
そこで，ユーザインタフェースに関する研究をその中心課題 という観点か
ら分類し直し， それぞれの関連性について考察してみる。研究の中心課題 と
しては，情報伝達（コミュニケーション）に利用する媒体（メディア） と，
情報伝達の円滑化を図るための支援性，情報伝達時の束縛条件を挙げること
ができる。情報伝達媒体の側面から考えてみると，利用できる媒体は記号か
ら始まり，文字，音声，画像，言葉， とより人間的な（人間が情報伝達で用
いるのと同等な）媒体が利用可能な方向になることがわかる。しかも，これ
らの媒体は複合的に用いられる方向にもある。利用時の支援性の側面から考
えてみると，エラー認識・修正，ヘルプ機能，意味認識，常識推論というよ
うに人間側の利用負担をで きるだけ減らして，人間同士あるいは，よき理解
者と対話しているような自然で抽象的な会話の実現化の方向にあ る。利用時
の束縛条件という側面から考えてみると，携帯性の向上や，ネットワーク技
術の進歩，情報伝達媒体の選択の自由化などにより利用場所，時間，利用媒
体などの制限が取り払われて自由度が増大する方向にある。
次にこれらの研究課題 と先に述べた研究分類 との関連について考えてみる。
種々の情報伝達媒体を扱うにはそれを入出力するための装置が必要である。
それと共に， より人間的な媒体を扱うためには， それ自身に含まれる意味を
認識するための技術，すなわち知識工学的なアプローチが必要となる。束縛
条件を減らすには情報伝達の可能性を増大させる入出力装置が必要となる。
それと同時に，個別の利用者に適合したインタフェースとなるような心理的
な配慮が必要である。
以上をまとめてみると現在の研究の方向性とその研究分野との関連は図1
のように表すことがで きる。この図が示していることは,ユーザインタフェー
スの理想的な将来像は人間が日常的に用いている情報伝達媒体を用いて人間
同士のように会話で き，情報伝達ミスや間違いを補正して，いつでもどこで
も利用で きるものであるということである。すなわち，このようなユーザイ
ンタフェースを持った情報処理システみが，最もユーザフレンドリーである
と考えられていると言えるのである。
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図1 ユーザインタフェースの研究視点の分類とその方向性
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2 。現在の情報処理システム設計における問題点
前節で述べたようにユーザインタフェースの設計に関しては多くの研究が
なされており，数多くの装置や経験的，実験的に得られた設計指針が挙げら
れている。しかし，図1 で示した研究の方向である利用媒体，支援性，束縛
条件のそれぞれの軸上で,優れた性能を発揮できるようなユーザインタフェー
ス構築技術がで きたとしても， それらを組み合わせて利用者の目的に沿った
ユーザインターフェースを構築する方法やその利用方法，適合する利用環境
などについて考えられていなければ，本当にユーザフレンドリーな情報処理
システムを構築することは難しいと考えられる。
例えば，電子メールや電子掲示板はそれが利用されるだけの基礎的な環境
が整わなければ機能を発揮できない。 その理由は，このような組織体を対象
としたシステムでは多くの利用者が電子メールで交信し，常に情報が豊富に
あり，いつで もシステムに触れる環境になければ利用者は減ってしまうから
である［17,14 ］。従って，ユーザインタフェースとしての機能をやたらと追
加したり，個別技術の向上を追求したりすることだけでは，ユーザフレンド
リーな情報処理システムを構築する方法とはなりえないのである。
このように考えてみると,現在のユーザインタフェースに関する研究だけで
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は，ユーザフレンドリーな情報処理システム設計には不十分であることがわ
かる。それは，これまでの研究の多くは，人間が機械 と情報伝達し合うため
の物理的及び工学的な手法，すなわち機械的機構に関するものであり，利用
者の心理面，すなわち人間的機構を考慮した，機械的機構に関するものが少
ないからである。例 えば，設計思想としてはオブジェクト指向のような優れ
た思想があるが，ユーザフレンドリーな情報処理システムの設計思想という
よりは,情報処理システム構築上の技術的な思想であるといえる。しかも，ユー
ザフレンドリーな情報処理システムを考える上で必要な利用基盤K!)とも言える
利用者側の人間的機構については，ほとんど議論されていない状態である呪
このことは，ユーザフレンドリーな情報処理システムの構築に必要とされ
る要件を，利用基盤によって分類することによって，より明確に示すことが
て冷 る。情報処理システムのユーザフレンドリー性に関連する事柄は，ユー
ザフレンドリー性に対する取り組み方と，そのシステムがもたらす利用環境
への影響への対処という観点で分類することができる。ユーザフレンドリー
性に対する取 り組み方には，技術開発や開発体制のようなシステムを構築す
る上で必要となる事柄と，利用方法や利用体制の確立のような，システムを
利用する上で必要となる事柄とに分けることができる。これは情報処理シス
テムの供給者側 と利用者側での取 り組み方の相違 ということもできる。また，
利用環境への影響については,システムの利用領域の拡大をもたらすものと，
システムの利用基盤の整備に関わるものとに分けることができる。これは情
報処理システム利用のための応用開発と標準化ともいうことができる。この
ような観点に基づいて，ユーザフレンドリーな情報処理システムとしての要
件は，利用基盤によって図2 のように分類することができる呪
図2 の右上の象限I は利用者側での利用ニーズの発掘や利用方法の開発，
左上の象限ITは供給者側での技術や応用手法の開発ということがで きるノ両
者は共に情報処理システムの利用範囲の拡大を目的としているが，象限I は
利用者側からの情報処理システムへの接近に関する事柄であり，象限IIは情
報処理システムの側からの利用者への接近に関する事柄である。一方，左下
の象限Illは供給者側での利用技術や開発環境の整備，右下の象限IVは利用者
側での利用環境の整備 ということができる。両者は共に環境整備に関する事
柄であるが，象限inが情報処理システム開発技術の社内及び供給者業界での
環境整備であるのに対して，象限Ⅳでは技術よりは利用者教育や利用組織体
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制などの利用環境の整備である。
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図2 ユーザフレンドリーな情報処理システムとしての要件の利用基盤による分類
以上からわかることは,図2 の左側（象限il，III）に該当する事項は,現在
の情報処理システム研究者によって積極的に研究されている。これに対して，
右側（象限l ，Ⅳ）に該当する事項については,情報処理システム研究者の研
究領域からは距離がある上に，ほとんど研究がなされていない。つまり，先
に述べたように機械的構築（図2 の左側）の研究のみが進められ，人間的機
構（図2 の右側）の研究についてはほとんど学術的な研究が進められていな
いのである。このように，現在の情報処理システムの設計においては，ユー
ザフレンドリー性を発揮するために必要な人間的機構に関する事項が大きく
欠落していることがわかる呪
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3. ユーザフレンドリーな情報処理システム設計における必要事項
ユーザフレンドリーな情報処理システムを設計するためには√前節で も述
べたように機械的機構だけでなく人間的機構をも含めた設計が必要となる。
しかし，今日では利用者という言葉が指し示す意味でさえ，情報処理システ
ムの「導入者」か「エンドユーザレ かも明確にはされておらず，時 と場合に
よって使い分けられている節も感じられる17)。つまり，先に示した図2 で も利
用者側のカテゴリーの中には， その導入を決定するあるいは実施する「導入
者」の立場の者と，実際に操作する「エンドユーザ」の立場の者とに分類可
能である。前者ぱシステムの利用者の中で も供給者的であり，後者こそが真
の利用者であるといえる。すなわち，図2 の利用者側の立場の中でも，「導入
者」と「エンドユーザ」のような，情報処理システムの利用目的によって利
用基盤の相違が生ずることが考えられる。例 えば同じ応用開発の立場で も，
積極的に利用領域の拡大のための技術や利用法を開発する場合と，環境整備
のための技術や利用法を開発する場合とが考えられる。前者はより応用開発
的であり，後者は環境整備的であるといえる。
そこで図2 をさらに細分化してみると，図3 のように表現することができ
る。図3 に示されているように，供給者側でより専門的なのは情報処理シス
テム開発者であり，利用者に近いのはユーザ と直接接して情報処理システム
を受注したり，納入する情報処理システムの提供者であると分類できる。同
様に利用者側の中でも専門的なのは，利用企業の情報処理システム部門やシ
ステムの機器採択者であり，現場での利用者はエンドユーザであると分類で
きる。一方，応用開発の中で も開発だけでなく，積極的な利用を促す運用活
動がある。同様に環境整備においても，利用者の拡大や技術の利用範囲の拡
大のような普及活動と,利用環境を内的に整備する保守活動とに分類できる。
図3 の左側に示されている項目は，情報処理研究において現在中心的に論
議されているIS)。そして，このような情報処理の専門家の考えるユーザフレン
ドリーな情報処理システムは，先にも述べたように，物理的な機器の性能や
使いやすいソフトウェアツールの普及などの技術的な基盤に立脚しているの
である。つまり，機器性能の向上や新技術の開発, 利用法支援などの技術的な
解決方法によって，ユーザインタフェースを向上させて利用領域を拡大しよ
うとする研究方向であるといえる。これに対して，図3 の右側に示されてい
る項目は利用者側で行うべき事柄であるために，あまり積極的な論議はなさ
ユーザフレンドリーな情報処理システムの設計視点に関する一考察149
れていない。特 にこ れらの項 目 は， 情報処 理部門 な どの利 用者側 の専門家 自
身 がエ ンドユ ーザであった ときには, さほ ど問題 としては取 り上 げ られなかっ
た。 その理由 としてぱ， シ ステ ムの導 入 か ら， 開発，運 用，普 及， 保守 まで
全 て部署内部で対処で きたこ とと,部 員の情報処理 に対 す る利 用知識が高 かっ
たこ とが挙げ られる。 しかし， 近年 の情報化 の進 展 に伴 うエ ンドユ ーザ 層拡
大 に よっ て，利 用者の情報処理 リテ ラシのば らつ きや処 理内容が拡大，多様
化 してい るた め， こ れらの問題 が表面化 して きた と考 え られる［11 ］。
システム利用領域の拡大
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図3 ユーザフレンドリーな情報処理システムの設計に必要な事柄の細分類
このような問題に対処するには，情報処理システム設計時に利用者側の人
間的機構への影響，及びそれを考慮した人間的機構（情報システム）の設計
とそれに見合った機械的機構（情報処理システム）の再設計とが必要である。
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しかも，非専門家の多い一般的な利用者およびその集団では， まず技術利用
のための環境整備を整えることが先決である。 そして， その利用基盤である
環境の上で確立された技術を適用してユーザインタフェースを向上させるの
でなければ，ユーザフレンドリーな情報処理システムにぱ成り得ないと言え
る。例えば，技術利用環境としてはPOS のためのコード体系やコード添付
商品の普及，または自動改札導入のための士―ド体系の確立などで，実際に
情報処理システムを利用するエンドユーザへの利用方法の普及や，啓蒙，利
用機会の増加などが利用者の利用基盤であると言える。 もし，POS に必要
な添付コードがOCR 用の文字で普及していたならば，バーコードの方が個
別のユーザインタフェースとして技術的に優秀であったとしても，その技術
を用いても利用者にとって決してユーザフレンドリーな情報処理システムは
構築できないのである。2 インチフロッピーが普及せず，未だ3.5 インチや5
インチのフロッピーが主流なのも同様な理由と考えられる。
4 。情報処理システムの成否事例からの評価
情報処理システムの普及とその高度活用化に伴い， それが持つユーザフレ
ンドリー性のよしあしは，単に1 人の利用者や一部の利用方法に対しての利
用上の制約や不満 という形で表れるだけでなく，最悪の場合にはその組織に
おける情報処理システム利用の成否にもっながるようになってきた[11,17,14]。
そこで，これらの顕著な事例の成否要因を，先に示したユーザフレンドリー
な情報処理システム設計のための必要項目を用いて分析することにより，そ
の設計項目の妥当性について評価する。
4.1．POS シテスムの衰退事例[11,17 ］
全国規模の大規模小売店A 社におけるPOS システムの利用衰退事例を取
り上げる呪A 社では，商品の販売情報を管理することによって，在庫の圧縮
や的確な商品の仕入れを行うことを目的としてPOS システムを導入した。
導入当初は業務革新に多大な貢献があったものの，近年では次第に単なるレ
ジ機能しか使用されなくなり，多くの現場において利用者がこのシステムに
見切りをつけるようになってしまった。その理由としては大きくは以下の7
項目を挙げることができる。
巾 商品情報の人力精度が悪い
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（2） 手 作業 に よ る付 加 情 報 入 力 が 多 く， 現 場 作業 が 増 加 す る
（3） 環境 の 変 化 に合 わせ て現 場 で 必 要 な情 報 を簡 単 に 入 力 で き な い
（4） 集 計， 分 析 が バ ッ チ 処 理 で あ り， しか も処 理 に数 日か か る
（5） 利 用 方 法 の 教 育 が 円 滑 に な さ れず， シ ス テ ムを 活 用 で き る人 間 が 減 っ
てい る
（6） 出力 さ れ る情 報 の 精 度 が 悪 い
（7) 出 力情 報 を その ま ま報 告 書 に利 用で きな い
こ の情報 処 理 シ ステ ム は， で きた 当 初 に は ユ ーザ フ レ ン ド リ ーで あ っ た が
環 境 変化 に シ ス テ ム が 追 従 し て い か な かっ た た め， ユ ー ザ フ レ ン ド リ ーで は
な くな り，遂 に は利 用衰 退 へ と追 い 込 まれ て し まっ た と考 え ら れ る。 そこで ，
こ れ らの 理 由 を 図3 の分 類 項 目 に 照 ら して み る と表1 の よ う に分 析 で き る。
表IPOS システムの分析結果a.
現 状
開 発者 提供者 導入者 エンドユーザ
開 発 × × × ×
運 用 × × × ×
普 及 × × × △
保 守 △ △ △ △
b 。導入時
開発 者 提供者 導 入者 エンドユ ザー
開 発 ○ ○ ○ ○
運 用 ○ △ ○ ○
普 及 △ △ ○ ○
保 守 ○ ○ ○ O
○：考慮，対処 △：一部対処 ×：未対 処
この表 に示さ れて い るよう に， 導 入時 には供 給者 も利 用者 も積 極 的 に利 用
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領域の拡大を図り，普及に努めていた（表1b ）。しかし，社内教育や新シス
テム開発などの体制を確立する前に，利用企業内での人事異動によって積極
的な導入者やエンドユーザの職務内容が変化してしまったと共に，業界環境
も大きく変わってしまった。 そのため，利用者にとって利用しがたく，技術
進歩に対応していないシステムとなってしまった（表1a ）のである。以上
のように，このシステムは開発当初はユーザフレンドV ーであったものの，
環境変化に対処できずにユーザフレンドリーでなくなってしまったというこ
とが表1 に如実に表れていることがわかる。
4。2.電子メールシステムの衰退事例[17,14]
大手情報企業A 社での約2 年間にわたる社内電子メールシステムの導入実
験における利用衰退事例を取 り上げる。この実験は，ミニコン(OS-UNIX) を
中心にネットワークで接続されたワークステーション，パソコンというシス
テムを用い，社内の複数の部署から選ばれた，或いは参加した30名程度の主
として技術系の男性社員によって行われた。しかし，当初の期待とは裏腹に
利用者層は広がらずに衰退の一途をたどり，ついにはほとんど利用されなく
なってしまった。 その理由としては大きくは以下の7 項目を挙げることがで
きるレ
剛 手続きが煩雑または不明瞭(2)
手近に利用できるアクセスポイントが少ない(3
卜 接続できずアクセスで きないことが多い(
運用時間・同時利用者数の制限による)(4)
利用会員数が十分でなく，必要なコミュニケーションができない(
他に有益な連絡手段が存在する)(5)
有益な情報が少ない(6)
利用方法の教育・指導が円滑になされていない(7)
運用の責任者が不在である
この情報処理システムは利用者層と導入者層との利用基盤間に大きなギャッ
プがめったことが問題であったと考えられる。そこで，先の例と同様にこれ
らの理由を図3 の分類項目に照らしてみると表2 のように分析できる。この
事例では問題は利用者側にあるので,利用者側の分析結果のみを示している。
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表2 電 子 メ ー ル シ ス テ ム の 分 析 結 果
a。導入者側
導入者 エンドユ ザー
開 発 ○ ○
普 及 ○ ○
運 用 ○ △
保 守 ○ ○
○ ：考慮，対処
b 。一般利用者側
導 入者 エンドユ ザー
開 発 △ △
普 及 ○ ×
運 用 ○ ×
保 守 × ×
△：一部対処 ×：未対処
表2 からわかることは，この電子メールこンステムは導入者にとってはユー
ザフレンドリーであったが， それを活用すべき一般利用者にとってはユーザ
フレンドリーではなかったことである。 そのため，当初期待していた一般利
用者の増大が図れなかったものと考えられるのである。 ニ
以上の2 つの事例の分析結果からもわかるように，組織的な利用をしなけ
ればならない情報処理システムでは， それが持つユーザフレンドリー性のよ
しあしがその組織における情報処理システム利用の成否に影響しているので
ある。そして，対象とする情報処理システムのユーザフレンドリー性は，図3
に示した必要項目に従った分析を行うことによって明確に示され，この項
目に沿った分析の有効性がわかる。
5 。おわりに
情報処理システムの適用領域の拡大に伴って利用者の範囲も拡大するため，
そのユーザフレンドリーであることの重要性はますます高まることとなるの
である[11] 。本論文では，現在のユーザフレンドリーな情報処理システムに
対する研究の多くが，機械的なユーザインタフェースの研究を中心として，
対象とする機械をよりスムーズに操作で き，間違いが起こりがたく，しかも
フィードバックが正確に把握で きることを目指しているものがほとんどであ
ることを指摘した。そしてコンピュータの専門家でない利用者に対するコン
ピュータシステムは増大しているにもかかわらず， その研究は単に技術的な
内容だけに留まっており，利用者や利用環境などの重要な点に関しては， ま
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だほとんど着手されていないのが現状であることを示七だ。 そしてユーザフ
レンドリーな情報処理システムの開発には，社会環境やそれを支えるシステ
ムの構築や存在などを踏まえた設計が不可欠であることを述べると共に，そ
れに必要な項目を分類して示した。さらに,2 つの事例を分析する事を通し
て，ここで挙げられた必要項目の妥当性を評価し，この項目が情報処理シス
テムのユーザフレンドリー性の評価に有効であることを示した。
一般的に社会システムの中に一度取り入れられた技術は， そのよしあしに
かかわらず，長期間にわたってそれを用いなければならない状況に陥ってし
まうと言える。しかし，ユーザフレンドリーか否かはマシンパワーや記憶容
量などの具体的な機能に比べて具体的な評価基準として捉えにくい。そのた
め，今だにそのよしあしはシステムの付加的な機能として，意志決定者の趣
味や価値観に基づいて適当に処理されてしまう傾向にある。しかし，本論文
でも示したように，ユーザフレンドリー性の良否が，組織的な利用を必要と
する情報処理システムの成否に絶大な影響を及ぼすのである。このような現
状を改めるには，明確な評価基準と目的に応じたユーザインタフェース要素
技術の妥当性（位置付け）を明確にすることが必要であると考えられる。 そ
れがない限り，将来の社会基盤は複雑になり，本当にユーザフレンドリーな
情報処理システムが利用できない，或いは構築できない状況に陥ることが危
惧される。本論文が理想的な情報処理システム環境構築に対して多少なりと
も貢献できることを期待する次第である。
〈注〉1)
利用される場面，学会 などによって意味が異なっ ているのが現状である。これ
までこの言葉が使 われてきた記事や本，論文などによるとコンピュータを中心
とした情報処理のための機械的機構を指 す場合が多い。つ まり，情報システム
の認識が現在のように高 まったのは，コンピュータシステムの出現によって情
報の見方が刺激されたからであ るといえる。この面 を強調し過ぎるあ まり，「情
報システムは，コンピュータの応用」のひとつ として見る人が多い［1 ］。この
点については最近ようやく議論され始め（2,3], 国際的 な学会 や研究論文誌が
できている。2
）人間の周囲には環境があり， そこから得られた情報 に反応したり，行動したり
している。しかし，その人間自身 も他の人間にとっ ては環境の一部 となってい
る［5 ］。
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）狭 い意味で の情報処 理シ ステム［1 ］。本論文で は本来 の情 報 シ ステム と区別 す
るため，以 降で この狭 い意味を指 す場合 は情報処 理 シス テ ム と記 す。4
） その システ ムが導入 さ れる人間組織 のあ り方や，利 用者 の技 能や知識，モ ラル
の育成， 利 用方法 などの組織的 な対 応が 考 えられる。5)
文献［6 ］による とマンマ シン インタフェ ー スにお いて， 機械 側が利用者側 に
対 して用 意 してい るハード ウェ ア， ソフト ウェ アのこ とを指 す とあ る。6
） 文献[6 ］ による とユ ーザ フレ ンドn で あ る とい うこ とは，機 器な どが利 用
者 に とっ て利 用 しやすいこ とで あ る。 それは使 いや すさや操 作性の良 さ，機 器
への親 しみや すさな どの感覚的 な概 念であ り，ユ ーザ イン タフェ ー スのよさI
同義 に利 用 さ れてい る。7
）研 究の内 容 につ い ては， 文献 ［7 ］な どに紹 介さ れてい る。研 究への関心は，
学会論文 誌[8,9,10 ］ などに投稿 さ れた論文 数か ら知 るこ とがで きる。8
） その理由 につ いては文献［11,14 ］を参照。情報 シ ステ ムに関 す る研究の動向は，MIS
に限定 さ れてはい るが， 文献［15] に述 べ られてい る。9
］ この研究動向 の うち主要 な ものは文献 □ ］ に挙 げ ら れて い る。10
） 学会論文誌 ［8,9,10 ］ に投稿 されたこの研 究分野 への論 文数 か ら もわかる。11
） 文献[7 ］に もここ に分類 されるよ うな研究 の重要性 につ いては簡単 に触れて
はいるが， それに類 す るような研究事例 につ いて はアン ケー ト手法 な どしか挙
げ られていない。12
）先 に述べ た広 い意味で の情報 シ ステムを指 してい る。13
） 利用基盤 とは利 用者組織 が利用 して きた技術 基盤 とその理解 度，利用技能，利
用 インセン ティブ な ど利用者組織 が技 術 を利 用 す るための知識，技能 などの基
盤 を示 してい る［14 ］。14
） 情報 シ ステ ムによっ て人間 組織 構 造や そこで の活動 が どの ような影響 を受 け，
変化す るかについ ては， 文献 ［18,19,20 ］ な どで議 論 さ れて い る。15
） この分類 方法 は，利 用基盤 の違 い によ るユーザ インタ フェ ー ス構 築 に必要な事
項 として文献[14 ］に述べ られてい るが， ユ ーザ フレ ンド リー な情報 シ ステム
には良 いユ ーザ インタ フェ ー スが必須であ り， そこ に述 べ ら れてい る分類法 を
そのま ま当 ては めるこ とがで きる。16
） このこ とが逆 にユ ーザ フレンド リー な情報 シ ステムの構築 を望 む声 となっ てい
る ともい える。 また，この ような観 点の もとに通産 省で は,1988 年度 よ り6 ヶ
年計画で，一 般国民 が自由 に情報 関連機 器 を扱 うこ とがで きるよ うなユ ーザ フ
レ ンド リーな情報 処理 環境 基盤 （高度 なユ ーザ イン タ フェ ー ス）を開発 するこ
とを目的 として,FRIEND21 とい うプ ロジェ クト も実施 し てい る［21 ］。17
）近年で は真 の利 用者 を「エ ンド ユーザ」 と呼 び，ベ ンダ ー に対 す る利 用者全般
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を指す「ユーザ」と区別している。近年重要視されている利用者指向の情報シ
ステムにおける利用者 とは多 くの場合,「エンドユーザ」を指していると考えら
れるが，通信システムのように外部のシステムを利用する場合やベンダ ーで な
い企業がシステムを独自開発するような場合，企業自体や導入者が利用者を指
しているこ とが多い。18
）これらの項目については，先頃，情報処理学会より発表さ れた情報処理教育カ
リキュラム案 からも窺うこ とがで きる［22,23 ］。19
）文献［11] にも述べられているように,i青報システムの成否は責任上や利用上，
運用上，経営上などに様々な問題をはらんでいるために その実態（特 に失敗事
例については）はほ とんど明らかで ない。 また，完全 に稼働しないことはご く
まれなために失敗 とぱ言い切 れないのも事実であ る。このような背景からあえ
て成功例，失敗例 との記述を避け，企業の実名を伏せている。
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